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図 1-4-37(1) 保育所・子ども園、教育施設位置図 

注）図中の番号は、表 1-4-41 に対応する。 
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図 1-4-37(2) コミュニティ施設、病院、福祉施設等位置図 

注)1:診療所は、病床を有する診療所のみ記載した。 

2:図中の番号は、表 1-4-41 に対応する。 
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 文化財の分布 

調査地域には、「文化財保護法」（昭和 25 年法律第 214 号）、「愛知県文化財保護条例」

（昭和 30 年愛知県条例第 6 号）及び「名古屋市文化財保護条例」（昭和 47 年名古屋市条

例第 4 号）により規定された文化財はない。 

 

出典）「指定文化財等目録一覧」（名古屋市ウェブサイト） 

   「国指定文化財等データベース」（文化庁ウェブサイト） 

 

 交通安全の状況 

令和 3 年における名古屋市内の交通事故状況は、表 1-4-42 に示すとおりである。 

名古屋市内の交通事故死者数は 22 人となっており、前年からは 20 人減少している。 

調査地域が位置する港区及び南区の交通事故死亡者数は、港区が 3 人で前年から 5 人

の減少、南区が 4 人で前年と同数となっている。 

 

表 1-4-42 名古屋市内の交通事故状況（死者数、負傷者数、人身事故件数） 

項目 
港区 南区 名古屋市 

令和 3 年 前年比 令和 3 年 前年比 令和 3 年 前年比 

人身事故件数(件) 617 +62 506 +74 8,224 +249 

死傷者数(人) 736 +84 571 +79 9,639 +253 

 死者数(人) 3 -5 4 ±0 22 -20 

出典）「愛知県の交通事故発生状況（令和 3 年中）」（愛知県警察ウェブサイト） 

 

 上水道・下水道の整備状況 

名古屋市における上水道の給水普及率は 100.0％（令和 3 年 3 月 31 日現在）、公共下

水道の人口普及率注）は 99.3％（令和 3 年 3 月 31 日現在）となっている。 

また、名古屋市の下水道整備状況は図 1-4-38 に示すとおりであり、調査地域の東側

は合流区域となっている。 

なお、事業予定地の一部を含む大江川河口地域には公共下水道が整備されていない。 

 

出典）「毎年の統計データ（名古屋市統計年鑑）」（名古屋市ウェブサイト） 

参考）名古屋市への聞き取り調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）（人口普及率）＝（処理区域内人口）÷（行政区域内人口）×100 
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注）令和元年度末現在 

      出典）「なごやの水道・下水道（令和 3 年度版）」（名古屋市上下水道局ウェブサイト） 

図 1-4-38 下水道の整備状況 

 

 廃棄物等の発生状況等 

名古屋市における令和 2 年度のごみ収集搬入量は 587,864 トンで、前年度と比べ約 7％

減少している。 

令和 2 年度に名古屋市が収集したごみ及び資源収集量は、表 1-4-43 に示すとおりで

あり、港区及び南区における収集量の構成は、名古屋市とほぼ同じ傾向を示している。 

 

表 1-4-43 ごみ及び資源収集量（令和 2 年度） 

                                       単位：トン 

区 分 

ごみ収集 

資源収集 合計 
可燃ごみ 不燃ごみ 粗大ごみ 

蛍光管・
水銀体温
計等 

環境美化 

名古屋市 
385,653 20,057 9,973 124 1,343 63,298 480,448 

(80.3％) (4.2％) (2.1％) (0.03％) (0.3％) (13.2％) (100.0％) 

港区 
25,507 1,370 533 － 221 3,833 31,464 

(81.1％) (4.4％) (1.7％) (－) (0.7％) (12.2％) (100.0％) 

南区 
22,845 1,189 467 － 64 3,636 28,201 

(81.0％) (4.2％) (1.7％) (－) (0.2％) (12.9％) (100.0％) 

注)1:（ ）内の数値は、収集量に対する各区分の収集割合を示す。 

注)2:四捨五入のため、内訳と合計が一致しない場合がある。 

注)3:「環境美化」とは、「町美運動」により集められたごみ等の収集をいう。 

出典）「事業概要（令和 3 年度資料編）」（名古屋市ウェブサイト） 
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(6) 関係法令の指定・規制等 

 公害関係法令 

(ｱ) 環境基準等 

a 大気汚染（資料２－９（資料編 p.28）参照） 

「環境基本法」（平成 5 年法律第 91 号）に基づき、大気汚染に係る環境基準が定めら

れている。また、「名古屋市環境基本条例」（平成 8 年名古屋市条例第 6 号）に基づき、

大気汚染に係る環境目標値が定められている。 

なお、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所につ

いては、環境基準は適用されない。 

 

b 騒 音（資料２－１０（資料編 p.30）参照） 

「環境基本法」に基づき、騒音に係る環境基準が定められている。 

 

c 水質汚濁（資料２－１１（資料編 p.31）参照） 

「環境基本法」に基づき、水質汚濁に係る環境基準が定められている。また、「名古屋

市環境基本条例」に基づき、水質汚濁に係る環境目標値が定められている。 

なお、事業予定地周辺の河川の類型区分は(ⅰ)表では堀川及び山崎川が D 類型、天白

川が C 類型、(ⅱ)表では 3 河川ともに生物 B に該当する。 

また、事業予定地周辺の海域の類型区分は、(ⅰ)表では C 類型（名古屋港（甲））、(ⅱ)

表ではⅣ類型（伊勢湾（イ））、(ⅲ)表では生物 A に該当する。なお、現時点で、(ⅳ)表

による類型指定はなされていない。 

 

d 土壌汚染（資料２－１２（資料編 p.39）参照） 

「環境基本法」に基づき、土壌の汚染に係る環境基準が定められている。 

 

e ダイオキシン類（資料２－１３（資料編 p.40）参照） 

「ダイオキシン類対策特別措置法」（平成 11 年法律第 105 号）に基づき、大気、水質、

水底の底質及び土壌についてダイオキシン類に係る環境基準が定められている。 

 

(ｲ) 規制基準等 

a 大気質 

「大気汚染防止法」（昭和 43 年法律第 97 号）及び「愛知県生活環境保全条例」に基づ

き、ばいじん、硫黄酸化物、窒素酸化物などのばい煙の排出許容限度を定めた排出基準、

粉じんなどを発生する施設についての構造・使用等に関する基準、特定粉じんを排出す

る作業についての基準、一定規模以上の工場・事業場に硫黄酸化物の許容排出量を定め

た総量規制基準が定められている。 

また、「名古屋市環境保全条例」に基づき、一定規模以上の工場・事業場を対象に、窒

素酸化物についての総量規制基準が定められている。 
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b 騒 音（資料２－１４（資料編 p.41）参照） 

「騒音規制法」（昭和 43 年法律第 98 号）及び「名古屋市環境保全条例」に基づき、特

定工場等において発生する騒音の規制に関する基準並びに特定建設作業に伴って発生

する騒音の規制に関する基準が定められている。 

「騒音規制法」第 17 条第 1 項に基づき、自動車騒音の限度が定められている。 

また、「学校保健安全法」第 6 条第 1 項に基づき、騒音に関する学校環境衛生基準が定

められている。 

 

c 振 動（資料２－１５（資料編 p.45）参照） 

「振動規制法」（昭和 51 年法律第 64 号）及び「名古屋市環境保全条例」に基づき、特

定工場等において発生する振動の規制に関する基準並びに特定建設作業に伴って発生

する振動の規制に関する基準が定められている。 

また、「振動規制法」第 16 条第 1 項に基づき、道路交通振動の限度が定められている。 

 

d 悪 臭（資料２－１６（資料編 p.48）参照） 

「悪臭防止法」（昭和 46 年法律第 91 号）に基づき、名古屋市では、市の全域を規制地

域に指定するとともに、敷地境界線上においてアンモニア、メチルメルカプタン等の 22

物質の濃度規制基準を定めている。 

さらに、アンモニアをはじめとする 13 物質については排出口の高さに応じた規制、メ

チルメルカプタンをはじめとする 4 物質については排出水の敷地外における規制を行っ

ている。 

また、「名古屋市環境保全条例」に基づき、人間の嗅覚により悪臭の強さを判定する方

法（官能試験法）を導入した「悪臭対策指導指針」（平成 15 年名古屋市告示第 412 号）

を定めている。 

 

e 水質及び底質（資料２－１７（資料編 p.50）参照） 

「水質汚濁防止法」（昭和 45 年法律第 138 号）に基づく「排水基準を定める省令」（昭

和 46 年総理府令第 35 号）により、水質汚濁に係る排水基準が定められているほか、名

古屋港に流入する河川等の公共用水域では、「水質汚濁防止法第 3 条第 3 項に基づく排

水基準を定める条例」（昭和 47 年愛知県条例第 4 号）により、業種別に上乗せ排水基準

が定められている。 

また、水銀及び PCB を含む底質には、「底質の処理・処分等に関する指針について」（環

水管第 211 号）により、底質の処理・処分等に関する指針が定められている。 

このほか、埋立場所等に排出しようとする水底土砂については、「海洋汚染等及び海上

災害の防止に関する法律」（昭和 45 年法律第 136 号）により、判定基準が定められてい

る。 

さらに、伊勢湾に流入する地域内の一定規模以上の特定事業場（指定地域内事業場）

から排出される化学的酸素要求量（COD）、窒素及び燐について、総量規制基準が定めら

れている。 

このほか、「名古屋市環境保全条例」に基づき、小規模工場等からの排出水については、
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化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量の許容限度が定められている。建設工事

に伴い公共用水域に排水する場合は、外観、水素イオン濃度、浮遊物質量、ノルマルヘ

キサン抽出物質含有量（鉱油類含有量）の目安値が定められている。 

 

f 地 盤 

「名古屋市環境保全条例」に基づき、市の全域を地下水の採取を規制する必要がある

「揚水規制区域」として指定するとともに、当該区域における揚水設備による地下水の

採取には許可制を採用している。 

なお、事業予定地を含む地域（公有水面は除く。）は、「工業用水法」（昭和 31 年法律

第 146 号）に基づく地下水揚水規制区域に指定されており、工業用に地下水を採取する

場合であって、揚水機の吐出口断面積が 6cm2 を超える場合は市長の許可が必要となる。 

 

g 土 壌 

「土壌汚染対策法」（平成 14 年法律第 53 号）において、「水質汚濁防止法」に基づく

有害物質使用特定施設の使用の廃止時、または土壌汚染により健康被害が生ずるおそれ

があると都道府県知事（名古屋市においては市長）が認めるときは、同法に基づく土壌

汚染調査が必要となる。 

また、3,000ｍ2 以上（有害物質使用特定施設が設置されている事業場については 900

ｍ2 以上）の土地の形質の変更をしようとするときは、「土壌汚染対策法」に基づき、土

地の形質の変更に着手する日の 30 日前までに名古屋市長に届け出るとともに、「名古屋

市環境保全条例」に基づき、当該土地において過去に特定有害物質等を取り扱っていた

工場等の設置の状況等を調査し、その結果を名古屋市長に報告しなければならない。 

さらに、特定有害物質等取扱工場等では、500ｍ2 以上 3,000ｍ2 未満の土地の形質の変

更を行おうとするときには、「名古屋市環境保全条例」に基づき、事前に特定有害物質の

取り扱い状況に応じた調査計画書を作成・提出した後に、土壌汚染等調査を実施し、そ

の結果を名古屋市長に報告しなければならない。（「土壌汚染対策法」に基づき調査を行

う場合を除く。） 

土壌に係る規制基準は、「土壌汚染対策法」、「農用地の土壌の汚染防止等に関する法律」

（昭和 45 年法律第 139 号）、「名古屋市環境保全条例」において、それぞれ定められてい

る。（資料２－１８（資料編 p.54）参照） 

 

h ダイオキシン類 

「ダイオキシン類対策特別措置法」により、同法における特定施設からの排出ガス及

び排水中のダイオキシン類について、排出基準が定められている。 

 

i 景 観 

名古屋市は、平成 16 年 6 月に制定された「景観法」（平成 16 年法律第 110 号）に基づ

き、良好な景観形成の基準を示す「名古屋市景観計画」を平成 19 年 3 月に策定してい

る。同計画により、名古屋市内全域は、建築行為等（景観計画で対象としているものに

限る）を行う場合には「景観法」に基づく届出が必要となるとともに、景観上重要な建
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造物（景観重要建造物）等の指定などの「景観法」に基づいた各種制度を活用すること

ができる区域（景観計画区域）に指定されている。 

 

j 日 照 

「建築基準法」（昭和 25 年法律第 201 号）及び「名古屋市中高層建築物日影規制条例」

（昭和 52 年名古屋市条例第 58 号）に基づき日影による中高層の建築物の高さの制限が

定められている。 

 

k 緑 化 

「緑のまちづくり条例」（平成 17 年名古屋市条例第 39 号）に基づき、第 1 種住居地

域、工業地域及び工業専用地域については、敷地面積 300ｍ2 以上の施設の新築または増

築において、対象となる敷地面積の 10 分の 1.5 以上を緑化する必要がある。  

 

l 地球温暖化 

(a) 建築物環境配慮指針 

「建築物環境配慮指針」（平成 15 年名古屋市告示 557 号）に基づき、建築主は建築物

を建築するにあたり、地球温暖化その他の環境への負荷の低減のための措置を講ずるよ

う努めなければならない。また、建築物環境配慮制度（CASBEE 名古屋）により、床面積

2,000ｍ2 を超える建築物の建築主に対し、環境配慮の措置を記載した環境計画書の届出

が義務付けられている。 

 

(b) 地球温暖化対策指針 

「地球温暖化対策指針」（平成 24 年名古屋市告示第 184 号）に基づき、地球温暖化対

策事業者（燃料並びに熱及び電気の量を合算した年度使用量が 800kℓ以上（原油換算）

に該当する工場・事業場）は、「事業者の概要」、「温室効果ガスの排出の抑制に係る目標」

等を記載した「地球温暖化対策計画書」、「温室効果ガスの排出の状況」及び「温室効果

ガスの排出の抑制等に係る措置の実施の状況」等を記載した「地球温暖化対策実施状況

書」を作成し、名古屋市長に届け出なければならない。 

 

 

 廃棄物関係法令 

(ｱ) 事業系廃棄物 

事業活動に伴って生じる廃棄物については、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」

（昭和 45 年法律第 137 号）に基づき、一般廃棄物、産業廃棄物を問わず、事業者の責任

において適正に処理することが義務付けられている。また、「名古屋市廃棄物の減量及び

適正処理に関する条例」（平成 4 年名古屋市条例第 46 号）に基づき、事業者は事業系廃

棄物の再利用を図ることにより、減量化に努めることが義務付けられている。 

 

(ｲ) 建設廃材等 

建設工事及び解体工事に伴って生じる廃棄物については、「廃棄物の処理及び清掃に
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関する法律」、「建設廃棄物処理指針（平成 22 年度版）」（環境省，平成 23 年）及び「建

設廃棄物適正処理マニュアル」（財団法人 日本産業廃棄物処理振興センター，平成 23

年）に基づき、事業者の責任において適正に処理するとともに、運搬車両ごとにマニフ

ェストを発行することが義務付けられている。また、「建設工事に係る資材の再資源化等

に関する法律」（平成 12 年法律第 104 号）に基づき、事業者は再生資源を利用するよう

努めるとともに、建設工事に係る建設資材廃棄物を再生資源として利用することを促進

するよう努めることが義務付けられている。愛知県では、同法第 4 条に基づき、「あいち

建設リサイクル指針」（愛知県，平成 14 年）が制定されている。 

 

 

 自然環境関係法令 

(ｱ) 自然公園地域の指定状況 

調査地域には、「自然公園法」（昭和 32 年法律第 161 号）及び「愛知県立自然公園条

例」（昭和 43 年愛知県条例第 7 号）に基づく自然公園地域の指定はない。 

 

(ｲ) 自然環境保全地域の指定状況 

調査地域には、「自然環境保全法」（昭和 47 年法律第 85 号）及び「自然環境の保全及

び緑化の推進に関する条例」（昭和 48 年愛知県条例第 3 号）に基づく自然環境保全地域

の指定はない。 

 

(ｳ) 緑地保全地域の指定状況 

調査地域には、「都市緑地法」（昭和 48 年法律第 72 号）に基づく緑地保全地域の指定

はない。 

 

(ｴ) 鳥獣保護区等の指定状況 

調査地域は、全域が「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」（平成 14 年法律第

88 号）に基づく特定猟具使用禁止区域になっている。 

 

 防災関係法令 

(ｱ) 砂防指定地の指定状況 

調査地域には、「砂防法」（明治 30 年法律第 29 号）に基づく砂防指定地の指定はない。 

 

(ｲ) 地すべり防止区域の指定状況 

調査地域には、「地すべり等防止法」（昭和 33 年法律第 30 号）に基づく地すべり防止

区域の指定はない。 

 

(ｳ) 急傾斜地崩壊危険区域の指定状況 

調査地域には、「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」（昭和 44 年法律第

57 号）に基づく急傾斜地崩壊危険区域の指定はない。 
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(ｴ) 災害危険区域の指定状況 

調査地域は、図 1-4-39 に示すとおり、「建築基準法」に基づく災害危険区域として、

「名古屋市臨海部防災区域建築条例」（昭和 36 年名古屋市条例第 2 号）に基づく臨海部

防災区域のうち、第 1 種区域及び第 2 種区域に指定されている。 

 

(ｵ) 防火地域及び準防火地域の指定状況 

調査地域は、全域が「都市計画法」（昭和 43 年法律第 100 号）に基づく準防火地域に

指定されている。 

 

(ｶ) 河川保全区域の指定状況 

調査地域の南側を流れる天白川は、「河川法」（昭和 39 年法律第 167 号）に基づく河川

保全区域に指定されており、河川の法尻から 18ｍの範囲で土地の形状を変更する行為や

工作物の新築、改築を行う場合には、河川管理者の許可が必要となる。 

 

(ｷ) 海岸保全区域の指定状況 

事業予定地の位置する大江川は、「海岸法」（昭和 31 年法律第 101 号）に基づき、海岸

保全施設（防潮壁）の位置にあわせて海岸保全区域に指定されている。 
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図 1-4-39 災害危険区域の指定状況 
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(7) 環境保全に関する計画等 

 愛知地域公害防止計画 

愛知県は、「環境基本法」に基づき、「愛知地域公害防止計画」を平成 24 年 3 月に策定

している。策定地域は、名古屋市をはじめ 7 市が含まれている。なお、計画の実施期間

は、平成 23 年度から平成 32 年度までの 10 年間となっている。 

 

 愛知県環境基本計画 

愛知県は、「愛知県環境基本条例」（平成 7 年条例第 1 号）に基づき、環境の保全に関

する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、環境の保全に関する「愛知県環境基本

計画」を平成 9 年 8 月に策定している。本計画は、その後、社会情勢の変化や環境の状

況に的確に対応するために、平成 14 年 9 月に第 2 次、平成 20 年 3 月に第 3 次、平成 26

年 5 月に第 4 次として改訂されている。さらに、令和 3 年 2 月、持続可能な社会の形成

を着実に推進するため、第 5 次として改訂されている。なお、「第 5 次愛知県環境基本計

画」の期間は令和 3 年度（2021 年度）から令和 12 年度（2030 年度）までである。 

 

 名古屋市環境基本計画 

名古屋市は、「名古屋市環境基本条例」に基づき、環境の保全に関する施策を総合的か

つ計画的に推進するために、「名古屋市環境基本計画」を平成 11 年 8 月に策定しており、

その後、平成 18 年 7 月に第 2 次、平成 23 年 12 月に第 3 次として改訂されている。 

さらに、令和 3 年 9 月、持続可能な開発目標（SDGs）の理念を踏まえて、第 4 次とし

て改訂されている。なお、「第 4 次名古屋市環境基本計画」の施策は、表 1-4-44 に示す

とおりであり、計画の期間は令和 3 年度（2021 年度）～令和 12 年度（2030 年度）の 10

年間となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

  



- 117 - 

表 1-4-44 第 4 次名古屋市環境基本計画の施策 

みんなで目
指す2030年
のまちの姿 

施策 施策の柱 

パ ー ト ナ ー
シ ッ プ で 創
る 快 適 な 都
市 環 境 と 自
然 が 調 和 し
たまち 

[施策Ⅰ] 
全ての主体の環境に
関わる学びと行動、パ
ートナーシップを推
進する 

1.環境に関わる学びを推進する 
2.環境にやさしい行動を促進する 
3.パートナーシップを推進する 

[施策Ⅱ] 
健康で安全、快適な生
活環境の保全をはか
る 

1.大気環境の向上をはかる 
2.水環境の向上をはかる 
3.土壌汚染対策や地盤沈下対策を推進する 
4.騒音・振動・悪臭対策や有害化学物質対策を推進する 
5.公害による健康被害の救済と予防を行う 

[施策Ⅲ] 
廃棄物の発生抑制や
資源の循環利用、適正
処理を推進する 

1.リデュース（発生抑制）・リユース（再使用）を推進 
する 

2.分別・リサイクル（再生利用）を推進する 
3.ごみの適正な処理を推進する 

[施策Ⅳ] 
生物多様性の保全と
持続可能な利用、水循
環機能の回復をはか
る 

1.生物多様性の主流化を推進する 
2.豊かな自然と恵みを活かしたまちづくりを推進する 
3.風土にあった生きものを保全する 
4.水循環機能の回復を推進する 

[施策Ⅴ] 
気候変動に対する緩
和策と適応策を推進
する 

1.温室効果ガスの排出抑制を推進する 
2.気候変動によるリスクへの備えを推進する 

 

 名古屋港港湾計画 

名古屋港では、「名古屋港港湾計画改訂」（名古屋港港湾管理者・名古屋港管理組合，

平成 27 年 12 月）において、良好な港湾環境の形成に向け、表 1-4-45 に示す基本方針

に基づき、環境施策に取り組んでいる。なお、事業予定地は、港湾計画において前掲図

1-2-3（p.6 参照）に示すとおり「緑地」及び「その他緑地」となっている。 

 

表 1-4-45 名古屋港港湾計画における基本方針 

基本方針  

港湾環境の維持・

回復・創造  

周辺地域や海域への環境にも配慮し、身近で親しま

れる港湾環境の創出とともに、貴重な自然環境の保全、

生物多様性への配慮、水環境の改善により、「港湾環境

の維持・回復・創造」を図っていく。 

港湾における環

境負荷の軽減  

大気環境対策や地球温暖化対策を推進するほか、資

源循環に取り組み、「港湾における環境負荷の軽減」を

図る。  
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 水の環復活 2050 なごや戦略 

名古屋市は、平成 19 年 2 月に水循環に関する構想「なごや水の環（わ）復活プラン」

を策定している。その後、平成 21 年 3 月にプランの理念「豊かな水の環がささえる『環

境首都なごや』の実現」を継承しつつ、2050 年を目途として、実現したい名古屋の姿と

実現に向けての取り組みや、2012 年、2025 年及び 2050 年までに行うことをまとめ、「水

の環復活 2050 なごや戦略」として改定している。この戦略では、水の環復活に取り組む

基本方針として「①水循環の観点からまちづくりに「横糸」を通すこと」、「②2050 年を

ターゲットとする「見通し」を持つこと」、「③順応的管理を行うこと」、「④地域間連携

を積極的に行うこと」を掲げている。現在は、2025 年までを目標とした「第 2 期実行計

画」に基づく取り組みの期間中である。 

 

 低炭素都市 2050 なごや戦略 

名古屋市は、低炭素で快適な都市なごやを目指して、「低炭素都市 2050 なごや戦略」

を平成 21 年 11 月に策定している。この戦略では、名古屋の自然や風土を生かしたまち

づくりを進め、地球温暖化防止に向けた温室効果ガス排出削減の挑戦目標として、2050

年までの長期目標として 8 割削減、2020 年までの中期目標で 25％削減（ともに 1990 年

度比）を提示している。 

 

 低炭素都市なごや戦略実行計画 

名古屋市は、平成 21 年に策定した「低炭素都市 2050 なごや戦略」の実行計画として、

戦略で提案した 2050 年の望ましい将来像「低炭素で快適な都市なごや」を実現する上で

の最初の 10 年間（中間目標）の手順をまとめた「低炭素都市なごや戦略実行計画」を平

成 23 年 12 月に策定している。 

また、「パリ協定」の採択、国の「地球温暖化対策計画」の策定等を踏まえ 2030 年度

に向けた新たな温暖化対策の計画として「低炭素都市なごや戦略第 2 次実行計画 2018-

2030」を平成 30 年 3 月に策定し、2030 年度に向けた新たな削減目標として、2013 年度

比で温室効果ガス排出量を 27％削減、最終エネルギー消費量を 14％削減し、温室効果ガ

ス排出量を 1,172 万 t/年にすることを目標としている。 

 

 生物多様性 2050 なごや戦略 

名古屋市は、生き物と共生する持続可能な都市なごやを実現するために、「生物多様性

2050 なごや戦略」を平成 22 年 3 月に策定している。この戦略では、「身近な自然の保

全・再生」と「生活スタイルの転換」の二つの観点から、市民とともに、「多様な生物と

生態系に支えられた豊かな暮らしが持続していく都市なごや」を、「戦略 1 自然に支え

られた健康なまちを創ります」、「戦略 2 環境負荷の少ない暮らし・ビジネスを創りま

す」、「戦略 3 自然とともに生きる文化を創ります」、「戦略 4 まもり・育て・活かすし

くみをつくります」の 4 つの戦略で目指している。 
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 名古屋市一般廃棄物処理基本計画 

名古屋市では、平成 6 年 6 月に「ごみ減量化・再資源化行動計画」を策定し、その総

合的な推進を図っている。また、平成 12 年 8 月からは、「容器包装に係る分別収集及び

再商品化の促進等に関する法律」（平成 7 年法律第 112 号）に基づき、紙製及びプラスチ

ック製の容器と包装の資源収集を開始している。 

一方、平成 28 年 3 月には、環境負荷の低減と安定的・効率的な処理体制の確保をめざ

し、計画的な施設整備を進めていくため、「名古屋市第 5 次一般廃棄物処理基本計画」を

策定している。 

 

 名古屋市地域防災計画 

名古屋市では、災害対策基本法第 42 条、大規模地震対策特別措置法第 6 条及び南海

トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法第 5 条の規定に基づき、暴風、

竜巻、豪雨、洪水、崖崩れ、土石流、高潮、地震、津波、地滑り及びその他の異常な自

然現象又は大規模な火災、爆発、放射性物質の大量放出、車両、船舶、航空機等による

集団的大事故並びに産業災害等に対処するため、市域にかかる防災に関し、市及び関係

機関が処理すべき事務並びに業務の大綱を中心として、災害予防、災害応急対策及び災

害復旧について定めた「名古屋市地域防災計画（令和 3 年 7 月修正）」を策定している。 

 

 

 

 

 




